
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●７０歳未満の方 
 
 

 

※自己負担限度額について 

●２つ以上の病院・診療所にかかった場合は、医療機関ごとに認定証の自己負担額まで請求がされ、自己負担額を超えた分に

ついては後日高額療養費として支給されます。 

●高額療養費の計算対象になるのは、医療機関ごとで保険適用の自己負担額が月額２１，０００円以上のときです。 

●同じ病院・診療所でも歯科は限度額についてはそれぞれ適用となります。また外来、入院もそれぞれ限度額が適用となります。 

※認定証は、保険税に未納がある場合、あるいは所得の申
告がない場合、原則交付されません。 
※別世帯の方が申請する場合は、委任状と申請する方の本
人確認書類が必要です。 

 

① 差額ベッド代、食事代、文書作成料など保険適用外の医療行為は、別途、全額自己負担となります。 

② 月をまたいだ入院の場合、医療費の請求額は月ごとに計算されます。 

限度額適用・標準負担額減額認定証  

注

意 

どんなもの？ 

医療機関で高額な医療費を支払ったと
き、通常は後日、市から高額療養費が支給
されますが、この認定証を医療機関へ提示
すると、あらかじめ高額療養費分が差し引
かれた額で医療費が請求されるため、用意
する費用が少なくてすみます。 

 

マイナ保険証を利用している方は、事前のお手続きが不要
です。お持ちでない方は、事前に市役所２階・国保年金課
への申請が必要です。本人確認書類と個人番号確認書類を
ご持参ください。 

 

交付を受けるには 

 

？ 

●７０～７４歳の方 
 

★入院時の食事代：減額措置があります。裏面をご覧ください。 

自己負担限度額（月額） 
 
 

※1住民税の課税所得が 86万円未満に該当することが確認できた者は、年間上限 41万円を適用し、令和 9年 8月以降に償還払い。 
※2住民税の課税所得が 28万円未満に該当することが確認できた者は、年間上限 41万円を適用し、令和 9年 8月以降に償還払い。 

※3適用区分が現役並み所得者Ⅲ・一般の方は資格確認証を見せるだけで自己負担限度額適用のため、認定証の発行はありません。 

 R8.8版 

住民税課税・ 
非課税区分 

適用 

区分 

自己負担限度額 

（保険適用分のみ） 

過去１年間で 

高額該当 

４ヶ月目以降 

 

年単位の上限額 所得の条件 

課税 
（上位） 

ア  
２７０，３００円 ＋ 

(医療費の総額 － 901,000 円)×１％ 
１４０，１００円 １,６８０,０００円 

同一世帯のすべての国

保被保険者の基礎控除

（43万円）後の総所得

金額の合計額 

９０１万円超 

イ  
１７９，１００円 ＋ 

(医療費の総額 － 597,000 円)×１％ 
９３，０００円 １,１１０,０００円 

９０１万円～６００

万円 

課税 
（一般） 

ウ  
８５，８００円 ＋ 

(医療費の総額－286,000 円)×１％ 
４４，４００円 ５３０,０００円 

６００万円～２１０

万円 

エ  ６１，５００円 ４４，４００円 ５３０,０００円（※１） ２１０万円以下 

非課税 オ ３６，９００円 ２４，６００円 ２９０,０００円 
同一世帯の世帯主と、すべての国保被保
険者が住民税非課税の世帯に属する人 

 

 

住民税課税・ 

非課税区分 
適用区分 

自己負担限度額（保険適用分のみ） 過去１年間で 

高額該当 

４ヶ月目以降 

 

年単位の上限額 所得の条件 
外来のみ(個人単位) 入院＋外来(世帯単位) 

課税 

（現役並み 

所得者） 

現役並み所得者

Ⅲ（※３） 

２７０，３００円＋ 

（医療費の総額－９０１，０００円）×１％ 
１４０，１００円 

 

１,６８０,０００円 
住民税の課税所得が６９０万円以上の国保

被保険者（７０～７４歳）がいる世帯 

現役並み所得者

Ⅱ 

１７９，１００円＋ 

（医療費の総額－５９７，０００円）×１％ 
９３，０００円 

 

１,１１０,０００円 

住民税の課税所得が３８０～６９０万円未

満の国保被保険者（７０～７４歳）がいる

世帯 

現役並み所得者

Ⅰ 

 ８５，８００円＋ 

（医療費の総額－２８６，０００円）×１％ 

４４，４００円 

 

５３０,０００円 

住民税の課税所得が１４５～３８０万円未

満の国保被保険者（７０～７４歳）がいる

世帯 

課税 

（一般） 
一般（※３） 

２２，０００円 

(年間２１．６万円上限） 
６１，５００円 

 

５３０,０００円 

（※２） 

現役並み所得者に当てはまらず、住民税非

課税世帯でもない世帯等 

非課税 

低所得者Ⅱ 

（低Ⅱ） 

１１,０００円 

（年間９.６万円上限） 
２５，７００円 ２４，６００円 ２９０,０００円 住民税非課税世帯 

低所得者Ⅰ 

（低Ⅰ） 
８,０００円 １５，７００円 

 

 １８０,０００円 

同一世帯の世帯主及びすべての国保被保険

者が住民税非課税で、世帯の合計所得が０

円の世帯（年金収入については 82.65万円

以下） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適用区分 
過去１年間

の入院期間 

１食当たり

食事代 

一般（下記以外）  ５５0円 

住民税非課税世帯、 

低所得者Ⅱ（低Ⅱ） 

90日以内 ２７0円 

91日以上 ２２０円 

低所得者Ⅰ（低Ⅰ）  １３０円 

④高額療養費の 
支給申請 

患者 

●認定証がない場合 

医療機関 

①支払い 

市役所 

患者は、一旦、医療費を支払い、後
日、高額療養費の支給申請をします
（支給は約４カ月後）。 
 

●認定証がある場合 

患者は、あらかじめ、高額療養費分が減額
された費用のみを、医療機関へ支払いま
す。 

認定証の有無による医療費の支払い方法について 

（例）１００万円の医療費がかかったとき  ※年齢６０歳で、適用区分「ウ」の認定証をお持ちの場合 

3割（30万円） 

⑤高額療養費の 
支給 
（約20万7千円） 

●秦野市国民健康保険の被保険者の

資格を喪失したとき 

●認定証の交付を受けている人の世帯

構成や、世帯の所得状況が変更した

とき 

●認定証の交付を受けている人の世

帯で、保険税に未納が生じたとき 

問い合わせ先    秦野市役所国保年金課    ０４６３（８２）９６1３  

 

患者 

市役所 

④医療機関 
からの請求 
約9万3千円 

⑤高額 
療養費の
支給申請 

⑥高額療養費の 
支給 
（約20万7千円） 

医療機関 

②受診情報の 
報告 

③支給申請の 
勧奨通知 

市が直接、医療機関へ

高額療養費を支給する仕

組みです。 

認定証があれば、患者

等による高額療養費の申

請手続きの手間が省けま

す。 

②認定証の 
交付 

③医療機関へ認定証の提示 

①事前に認定証の
交付申請 
勧奨通知 

※次に該当したときは、 

認定証を返却してください 
 

 

 

入院時の食事代について 
 
認定証の適用区分が、70 歳未満の方で住民税非課税世

帯、または、70～74 歳の方で低所得者Ⅱ(低Ⅱ)の認定証を
お持ちの場合、入院が長期（過去１年間の入院日数が９１日以
上）になると、１食当たりの負担額が減額されます。 

長期入院に該当した場合、認定証に該当年月日を追記
し、保険者印の押印をしますので、窓口で申請してください
（入院日数のわかる領収書と交付済みの認定証が必要で
す）。 

 

 公民館や駅連絡所でも 
返却できます！ 

 


